
岩手県基幹水利施設ストックマネジメント事業実施要領
［沿革］　平成20年３月24日農建第503号制定

平成24年５月21日農建第109号一部改正

平成25年３月18日農振第575号一部改正

平成25年11月27日農建第329号一部改正

平成27年７月７日農建第145号一部改正

　（趣旨）
第1 基幹水利施設ストックマネジメント事業（以下「本事業」という。）の実施に関しては、農山漁村地域整備交付金交付要綱（平成22年４月１日付け21農振第2453号農林水産事務次官依命通知）、農山漁村地域整備交付金実施要領（平成22年４月１日付け21生畜第2045号農林水産省生産局長、21農振第2454号農林水産省農村振興局長、21林整計第336号林野庁長官、21水港第2724号水産庁長官通知）、農業水利施設保全合理化事業実施要綱（平成25年２月26日付け24農振第1931号農林水産事務次官依命通知）及び農業水利施設保全合理化事業実施要領（平成25年２月26日付け24農振第1932号農林水産省農村振興局長通知）（以下「交付要綱等」という。）によるほか、この要領（以下「県要領」という。）に定めるところによるものとする。

２　県要領は本事業のうち土地改良法施行令第50条第１項第１号の２によらない県営事業として実施する場合に適用する。

　（機能保全計画の策定申請）

第2 機能保全計画の策定を申請する者は、原則として策定を希望する年度の前年度の10月末までに機能保全計画策定申請書（様式第１号）及び事業計画書（様式第２号）を広域振興局長を経由して知事に提出するものとする。

　（機能保全計画策定実施地区の採択）

第3 知事は、第２の規定により提出された申請書の内容を審査し、適当と認めた場合は、交付要綱等に定める手続きを経て、採択するものとする。

　（機能保全計画策定実施地区採択通知）

第4 知事は、第３の規定により、事業実施地区を採択した場合は、速やかに申請者に様式第３号により通知するものとする。

　（機能保全計画策定の結果通知）

第5 知事は、交付要綱等に基づき実施した機能保全計画の策定結果を申請者に様式第４号及び様式第５号により通知するものとする。

　（機能保全対策工事の実施申請）

第6 機能保全対策工事の実施を希望する申請者は、実施を希望する年度の前年度の10月末までに機能保全対策工事実施申請書（様式第６号）、事業計画書（様式第７号）及び様式第８号を広域振興局長を経由して知事に提出するものとする。

２　広域振興局長は、前項に定める書類が提出された際には機能保全計画の概要（様式第９号）を作成し、添付して知事に進達するものとする。

　（機能保全対策工事実施地区の採択）

第7 知事は、第６第１項の規定により提出された申請書の内容を審査し、適当と認めた場合は交付要綱等に定める手続きを経て、採択するものとする。

　（機能保全対策工事実施地区採択通知）

第8 知事は、第７の規定により、事業実施地区を採択した場合は、速やかに申請者に様式第10号により通知するものとする。

　（緊急対応の実施申請）

第9 突発的事故に対する緊急対応の実施を希望する申請者は、緊急対応を要する事由発生後、速やかに緊急対応実施申請書（様式第11号）、事業計画書（様式第12号）及び様式第８号を広域振興局長を経由して知事に提出するものとする。
　（緊急対応の実施地区採択通知）
第10 知事は、第９の規定により提出された申請書の内容を審査し、適当と認めた場合は、速やかに申請者に様式第13号により採択を通知するものとする。

　（緊急対応実施地区採択に伴う計画変更手続報告書の提出）

第11 知事は、第10の規定により実施地区として採択した場合は、事業計画変更手続報告書を作成し、東北農政局長に提出するものとする。

　（本事業以外で策定した機能保全計画）

第12 本事業以外で策定した機能保全計画に基づき、本事業で機能保全対策の実施を希望する申請者は、予め実施方針登載申請書（様式第14号）及び機能保全計画書を広域振興局長を経由して知事に提出するものとする。

２　知事は、前項の規定により提出された申請書の内容を審査し、適当と認めた場合は、「岩手県基幹的農業水利施設の機能保全に関する実施方針」に登載し、速やかに申請者に様式第15号により通知するものとする。

　（事業の実施）

第13 県は、予算の範囲内において、機能保全計画の策定、機能保全対策工事及び緊急対応を実施するものとする。

　（事業の費用負担）

第14 本事業の費用負担は次表のとおりとし、申請者は機能保全対策工事及び緊急対応の実施に係る経費のうち、第６又は第９の規定に基づき提出した地元負担分の負担内訳相当分を負担するものとする。

	事業内容
	国
	県
	地元
	備考

	機能保全計画の策定
	50%
	50%
	－
	

	
	100%
	－
	－
	農業水利施設保全合理化事業により実施する場合

	機能保全対策工事及び緊急対応の実施

（用水施設及び排水施設）
	50%
	25%
	25%
	

	機能保全対策工事及び緊急対応の実施

（防災ダム以外のダム）
	50%
	35%
	15%
	

	機能保全対策工事及び緊急対応の実施

（防災ダム）
	50%
	50%
	－
	


　（機能保全対策工事及び緊急対応の実施に係る事業費の負担契約）

第15 知事は、機能保全対策工事及び緊急対応の実施に係る地元負担分のうち、第６又は第９の規定により提出された地元負担分の負担内訳に基づき算定した市町村以外の者の負担額について、その負担団体と費用負担契約を実施年度毎に締結するものとする。

２　負担額に変更が生じた場合は、費用負担変更契約を締結するものとする。

　　　附　則
　この要領は、平成20年３月24日から適用する。

　　　附　則

　この要領は、平成24年５月21日から適用する。

　　　附　則

　この要領は、平成25年３月18日から適用する。

　　　附　則

１　この要領は、平成25年11月27日から適用する。

２　平成25年度における機能保全計画策定申請書及び事業計画書の提出期限は、第２の規定にかかわらず、平成25年11月末までとする。
　　　附　則

　この要領は、平成27年７月７日から適用する。


